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1.はじめに 
 

今回リリースいたしました介五郎（介護保険版）「Ver.9.0.0」は、平成 30 年度制度改正への暫定対

応版となります。暫定版のため、いくつかの機能制限を行っております。機能制限の詳細はこのあとに

「使用するにあたってのご注意」としてまとめておりますので、必ずご一読ください。 

今後 4 月中にもう一度バージョンアップを行い、改正対応確定版をリリースする予定で、その際には

制限を解除する予定となっております。なにとぞご了承ください。 

また、平成 30 年度改正に対応するにあたり、下記関連表に記載したシステム変更を行っております。

詳細は本マニュアルに記載しておりますので、ご使用中のシステムに関連する項目をお読みください。 

 

変更内容と該当システムの関連表 居宅 訪介 通所 福祉 看護 小規模 療養 

＜共通＞ 

地域区分への平成 30年度の項目追加 ● ● ● ● ● ● ● 

事業所台帳のレイアウト変更 ● ● ●  ●   

一部）特別地域・中山間地域加算の追加 ●    ● ● ● 

＜居宅介護支援の変更＞ 

メインメニューのレイアウトの変更 ●       

入院時情報提供書の追加 ●       

退院に向けたヒアリングシートの追加 ●       

＜訪問介護・訪問リハの変更＞ 

同一建物減算の入力方法変更 ● ●      

共生型訪問介護の入力 ● ●      

＜通所介護・通所リハの変更＞ 

共生型通所介護の入力 ●  ●     

生活相談員等配置加算の設定項目追加 ●  ●     

日報入力への新設加算の項目追加 ●  ●     

利用者状況記録の時間区分の変更 ●  ●     

通リ）施設区分の見直し ●  ●     

通リ）加算の既定設定欄の表示動作の変更 ●  ●     

提供記録簿の設定項目変更   ●     

＜福祉用具貸与の変更＞ 

ふくせん計画書の新様式の追加     ●   

＜訪問看護・訪問リハの変更＞ 

同一建物減算の入力方法変更 ●    ●   

提供記録簿での同行者の入力方法変更     ●   

＜居宅療養管理指導の変更＞ 

 同一建物減算の入力方法変更 ●      ● 
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必ずお読みください！ 

介五郎 Ver9.0.0 を使用するにあたってのご注意 
今回のバージョンをご使用していただく前に、必ず以下の諸注意をお読みください。 

 

① 一括複写機能を制限します【福祉用具貸与を除く】 

福祉用具貸与システムを除いて、法改正をまたぐ「一括複写」機能を制限しています。複写を行う必

要がある場合は、システム設定を個別複写に変更し、1利用者分ずつ複写をおこなってください。 

（※個別複写は下記の設定で切り替えられます） 

 

【3 月以前の予定を 4月に一括複写しようとしたときの警告エラー】 

「法改正を跨ぐ月からの一括複写はできません」 

      

 

 

＜個別複写の設定手順＞ 

 

① 「データファイル(S)」－「基本設定(V)」－

「システム設定(V)」と順番にクリックし、

システム設定画面を開きます。 

  

 

② 「一括複写」欄で、使用している介五郎のシ

ステムのチェックをはずします。 

【エラーが出た時の対処方法】 

①複写を使用せず新規で入力しなおす（推奨） 

②個別複写に切り替える 
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③ F9登録をクリックし、登録します。 

  

 

④ 利用票予定入力で F3 複写をクリックする

と、個別複写画面が表示されるようになりま

す。 

複写元にしたい提供月を選択して複写開始

をクリックしてください。 

  

 

⑤ 4月に複写されます。複写時点ではサービス

コードや単位数が改正前のままになります。

下記注意を読んで、単位数読込やサービス内

容の見直しを行ってください。 
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【個別複写後の注意①：単位数が改正後の単位数になっていない場合】 

個別複写を行った場合、4 月に複写される単位数等も改正前のままコピーします。そのまま登録をし

ようとしても、下記エラーが出ます。この場合、単位数読込を実行することで修正されます。 

個別複写後は①単位数読込の実行と②サービス名・単位数の見直しを徹底してください。 

 

【単位数が不正の場合のエラー】 

 

 

【単位数読込の手順】 

 

① 複写後に、利用票入力画面の単位数読込をク

リックします。 

  

 

② 確認画面が表示されます。はい(Y)をクリック

します。 

  

 

③ 完了画面が表示されます。OK をクリックし

ます。 

  

 

 

④ 改正後の単位数で再計算されます。 

注意！ 
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【個別複写後の注意②：複写後に古いサービス名が残っている場合】 

個別複写後、改正前のサービスコードのまま残っており、改正後のサービスコードに変わっていない

場合があります。この場合はサービス名の再選択が必要になりますので、ご注意ください。 

 

【例】訪問介護の「身体介護 2・同」を 4月の予定に複写した場合 

 

・ 「～～～・同」の付くサービスコードは、改正

により廃止されたサービスコードになります。 

このため 4 月以降の入力では使用できません

が、個別複写した場合は残ってしまいます。 

 

・ このまま登録しようとしても左のエラーが出て

登録できません。 

 

 

 

・ このときは問題の行をダブルクリックしてサー

ビス内容入力画面を開き、サービス名を入力し

なおしてください。 

 

注意！ 

「～・同」のコードは廃止コ

ードなので空白になります 

サービス名を選びなおします 
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② その他の機能制限について 

一括複写以外にも、今バージョンでは以下の機能を制限しております。 

 

（１）4 月以降の実績への取込の制限 

 

 

4 月以降の実績への取込を制限しております。 

 

実績へ取り込もうとしたときは左のエラーが出て

中断します。 

（２）提供記録簿の日報作成機能の制限 

 

 

提供記録簿から日報へ実績をかえす日報作成機能

を制限しております。 

 

提供記録簿から日報作成を実行しようとしたとき

は左のエラーが出て中断します。 

（３）［総合支援版介五郎と連携している場合］担当者給与計算への取込の制限 

 

 

総合支援版の介五郎と連携している場合のみ、担

当者給与計算への取込を制限しています。 

 

取込を実行しようとしたときは左のエラーが出て

中断します。 

 

 

 

③ 地域区分を見直してください 

一部の市町村では地域区分が変更されています。関係する市町村の地域区分が変更されていないか確

認し、変更されている場合は平成 30年度の地域区分を設定してください。 

地域区分の設定手順は本マニュアル「2-1. 平成 30 年度の地域区分設定欄の追加」に記載しており

ます。 
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④ 通所系サービスの時間区分にご注意ください 

 通所介護・通所リハビリテーションは 4 月から時間区分が変わります。これまで 2 時間きざみの区

分でしたが、4 月からは 1 時間きざみで単位数が変わるようになります。このため、もし 3 月から 4

月へ予定を個別複写した場合、意図しているものと異なるサービス名が複写されている可能性がありま

す。複写した場合は必ずサービス名・単位数の見直しを行ってください。 

 

 

【例】改正前の「通所介護Ⅰ１５」を 4月に複写した場合 

  

以下のサービス内容を3月から4月に複写した場

合、改正前のサービスコードが 4 月分に残ってし

まいます。 

 

・提供時間＝5時間 

改正前のサービス名＝通所介護Ⅰ１５ 

 

 

この行をダブルクリックしてサービス内容画面を

開き、改正後のサービス名（通所介護Ⅰ２５かⅠ

３５）を選びなおす必要があります。 

 

改正後のサービス名 

通所介護Ⅰ２５＝4時間以上 5時間未満 

通所介護Ⅰ３５＝5時間以上 6時間未満 

 

 

⑤ 通所リハ事業所は施設区分を見直してください 

改正にあわせて通所リハビリテーション事業所の施設区分の設定項目を見直しております。事業所の

種類が老健もしくは介護医療院（新設）にあたる場合は、施設区分を変更していただく必要があります。 

（※病院・診療所の場合は変更不要です） 

 

 

⑥ その他の加算についても見直してください 

その他、処遇改善加算や中山間地域加算など基本情報が関わる加算の区分が変わっている場合は、それ

ぞれの事業所台帳等の見直しを行ってください。 

 

  

改正後は以下のどちらか 

「通所介護Ⅰ２５」 

「通所介護Ⅰ３５」 
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2.システム共通の変更 
 

2-1.平成 30 年度の地域区分設定欄の追加 

 

地域区分の見直しに対応するため、事業所台帳に平成 30年度の地域区分を設定する欄を追加しまし

た。また、地域区分印刷ボタンより印刷できる一覧表も平成 30 年度版を追加しました。 

この変更にともなって、平成 27～29 年度の地域区分欄を旧情報の画面に移しています。 

 

 

平成 30 年度の地域区分欄には、初期値で平成 27～29 年度の区分が設定されています。今回の改

正で一部の自治体の地域区分が変更されていますので、必ず関係する自治体の地域区分が変わっていな

いかご確認のうえ、変更があった場合は介五郎でも新しい地域区分を設定してください。 

 

＜事業所台帳－地域区分＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

地域区分(H30) 
平成 30 年度の地域区分を設定します。初期値で平成 27～29 年度のときの地域

区分が設定されています。 

旧 クリックすると、旧地域区分（平成 29 年度以前の区分）を確認・変更できます。 

地域区分印刷 クリックすると、平成 30 年度の地域区分の一覧表を確認できます。 

 

  

注意！ 
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＜旧地域区分画面＞ 

 
 

各設定項目 

項目名 説明 

平成 24年度以前 平成 24年度以前の地域区分を確認・変更できます。 

平成 24-26 年度 平成 24～26 年度の地域区分を確認・変更できます。 

平成 27-29 年度 平成 27～29 年度の地域区分を確認・変更できます。 

地域区分印刷 クリックすると地域区分の一覧表を確認できます。 

確定 選択した内容を確定します。 
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＜地域区分の変更＞ 

※この設定は改正により地域区分が変更された事業所に対して行ってください。 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックし

ます。 

 

  

 

② 地域区分欄の▼をクリックして平成 30 年

度以降の地域区分を選択します。 

  

 

③ F9登録をクリックして登録します。 

  

 

 

・ 平成 30年度以前の地域区分は旧ボタンをク

リックすると確認できます。 
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地域区分を変更する前に 4 月の予定を作成している場合、予定入力画面で再計算を行う必要があり

ます。再計算を行わない場合、変更した地域区分が予定に反映されませんので、ご注意ください。 

 

 

● 予定を先に作成していたため、事業所台帳で

設定した地域区分と、予定入力の地域単価が

くいちがってしまっています。 

 

（例）7 級地（10.14）→6 級地（10.27）に変

更したのに、予定に反映されていない。 

  

 

 

● 再計算ボタンをクリックして実行すると、事

業所台帳の地域区分を予定に読み込みなおす

ので、変更した地域単価に変わります。 

 

（例）再計算することで 6 級地の地域単価

（10.27）に変わる 

 

 

 

 

 

  

注意！ 

再計算ボタン 
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2-2.事業所台帳のレイアウト変更 

  

改正にあわせて事業所台帳のレイアウトを変更し、以下の設定項目を追加しました。 

 

＜事業所台帳＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

看護体制強化 

【対象サービス】訪問看護 

看護体制強化加算を算定する事業所かどうかを選択できます。 

（※実際に算定するときは別途提供票入力で加算を入力する必要があります） 

生活相談員 

【対象サービス】通所介護（共生型のみ） 

共生型通所介護の生活相談員配置等加算を算定する事業所かどうかを選択できま

す。「2-あり」にしておくと、提供票入力でサービス本体を入力する時に、サービス

提供日すべてに加算も付属するようになります。 

共生型 

【対象サービス】訪問介護・通所介護・短期入所生活介護（すべて共生型のみ） 

共生型サービスを実施する事業所の場合、共生型の指定の受け方に応じて以下のい

ずれかを選択します。 

訪問介護 通所介護 短期入所生活介護 

0-なし 

1-居宅介護 

2-重度訪問介護 

0-なし 

1-生活介護 

2-自立訓練 

3-児童発達支援 

4-放課後等デイサービス 

0-なし 

1-あり 
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2-3.一部のサービスへの特別地域・中山間地域加算の追加 

 

今回の改正で、一部のサービスに①「特別地域加算」②「中山間地域等における小規模事業所加算」

③「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」が追加されました（下表参照）。これらの加算は

台帳での事前設定が必要なものとなります。入力の際は以下の手順にしたがって入力してください。 

 

＜追加された加算と対象サービス＞ ※すべて限度額管理の対象外 

対象サービス 追加された加算 

訪問リハ 
①特別地域加算 

②中山間地域等における小規模事業所加算（中山間地域小規模事業所加算） 

居宅療養管理指導 

①特別地域加算 

②中山間地域等における小規模事業所加算（中山間地域小規模事業所加算） 

③中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算（中山間地域等提供加算） 

看護小規模多機能 ③中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算（中山間地域等提供加算） 

（補足）②は事業所の所在地についての加算、③は利用者の居住地についての加算です。 

 

＜事業所台帳＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

特別地域加算 特別地域加算を算定する／しないを選択します。 

中山間加算 中山間地域等における小規模事業所加算に該当する／しないを選択します。 
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＜利用者台帳＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

中山間地域 

該当 その利用者が中山間地域に居住している場合にチェックを入れます。 

既定 
「該当」とあわせてこのチェックを入れておくと、その利用者の予定・実績に自

動的に中山間地域等提供加算が付くようになります。 

 

 

＜サービス内容入力＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

中山間地域提供加算 
中山間地域等提供加算を算定する場合にチェックを入れます。利用者台帳で

「既定」のチェックを入れている場合は、初期値でチェックが入ります。 
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＜①特別地域加算・②中山間地域小規模事業所加算の入力＞ 

  

① メインメニューの事業所台帳をクリックしま

す。 

  

 

② F2検索をクリックし、設定したい事業所を呼

び出します。 

  

 

③ 特別地域加算または中山間加算欄を設定しま

す。 

 

 （例）特別地域加算を「2-あり」に設定 

  

 

④ F9登録をクリックします。 
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⑥ 確認画面が表示されます。はい(Y)をクリック

します。 

  

 

⑦ 完了画面が表示されます。OK をクリックし

ます。 

  

 

⑤ 上記の設定を行ってから提供票を作成する

と、加算が算定されます。 

   

 ※加算を算定しているかどうかの確認は、この

あとの＜特別加算・中山間地域加算の確認方

法＞の項目をご参照ください。 

 

 

＜③中山間地域等提供加算の既定の設定＞ 

 既定の設定を行うと、その利用者の予定・実績に常に加算がつくようになります。 

 

① メインメニューの利用者台帳をクリックしま

す。 

  

 

② F2検索をクリックし、設定したい利用者を呼

び出します。 
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③ 「中山間地域」欄の「該当」と「既定」の両

方にチェックを入れます。 

  

 

④ F9登録をクリックして登録します。 

  

（サービス内容入力画面） 

 

⑤ 既定の設定を行った利用者の予定・実績を作

成すると、サービス内容を入力するときに、

最初から「中山間地域提供加算」のチェック

が入るようになり、常に加算が算定されるよ

うになります。 

  

 このチェックはサービス内容入力画面で個別

に切り替えることも可能です。 

  

 

・ 加算が算定されているかどうかは、提供票入

力の別表画面を見ると確認できます。 

 

 ※加算を算定しているかどうかの確認は、この

あとの＜特別加算・中山間地域加算の確認方

法＞の項目をご参照ください。 

 

このチェックが最初から入る 
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＜特別加算・中山間地域加算の確認方法＞ 

 設定した加算が提供票に反映されているかどうかは、以下の手順で確認できます。 

 

① 提供票入力でサービス内容を入力します。 

  

 

② 「別表」タブをクリックします。 

  

 

 

③ 「限度額管理対象外サービス」にチェックを

入れます。 

 

  切り替わった画面の明細欄に各加算の内訳が

表示されます。 

（サービス提供票別表） 

  

・ 印刷したときは、提供票には記載されません

が、別表に記載されます。 
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3.居宅介護支援の変更 
 

3-1.メインメニューのレイアウトの変更 

 

今回追加した帳票をメニューに表示させるにあたり、居宅介護支援システムのメインメニューのレイ

アウトを変更しました。 

 

① メインメニューに記録用紙ボタンを追加し、その中に「認定調査票」「課題整理総括表」「入院時情

報提供書」「退院に向けたヒアリングシート」「居宅モニタリング表」「介護予防モニタリング」の

各メニューを設置し、似かよった帳票を一カ所にまとめました。 

② ①にともなって、メインメニューから認定調査票ボタンを削除しました。 

 

 

 

＜新旧メインメニューの比較＞ 

（旧メインメニュー） 

 

 

 

 

 

（新メインメニュー） 

 

 

 

 

  

記録用紙を追加 

認定調査票を削除 
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＜記録用紙の中のメニュー＞ 

 それぞれのボタンをクリックすると、対応した帳票の入力画面を開きます。 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

認定調査票 

クリックすると、認定調査票の入力画面が開きます。元々メインメニュー

にあった認定調査票です。メニュー構成の整理のため記録用紙メニューの

中に移動させました。 

課題整理総括表 

クリックすると、課題整理総括表の入力画面を開きます。元々アセスメン

ト入力・介護予防アセスメントの入力画面に設置していましたが、記録用

紙メニューからも開けるようにしました。 

（※アセスメント入力画面にもボタンを残しています） 

入院時情報提供書【新規】 

クリックすると、入院時情報提供書の入力画面を開きます。今回新規で追

加したメニューです。詳細は「4-2.入院時情報提供書の追加」をお読みく

ださい。 

退院に向けたヒアリング

シート【新規】 

クリックすると、退院に向けたヒアリングシートの入力画面を開きます。

今回新規で追加したメニューです。詳細は「4-3.退院に向けたヒアリング

シートの追加」をお読みください。 

居宅モニタリング表 

クリックすると、要介護者用のモニタリングシートの入力画面を開きま

す。元々居宅サービス計画書の入力画面に設置していましたが、記録用紙

メニューからも開けるようにしました。 

（※居宅サービス計画書の画面にもボタンを残しています） 

介護予防モニタリング 

クリックすると、要支援者用のモニタリングシートの入力画面を開きま

す。元々介護予防計画書の入力画面に設置していましたが、記録用紙メニ

ューからも開けるようにしました。 

（※介護予防計画書の画面にもボタンを残しています） 
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3-2.入院時情報提供書の追加 

 

平成 30年度の改正において、入院時情報連携を行う際に使用する「入院時情報提供書」の様式例が

公表されました。今回のバージョンアップで介五郎にも様式例にしたがった提供書を追加しました。 

 

＜入院時情報提供書－１．基本情報＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

台帳情報 

利用者 ID 
利用者の ID と氏名を表示します。▼をクリックすると利用者を選択できま

す。 

管理日 いつ作成したデータとして介五郎に登録するか、その日付を入力します。 

被保険者番号 利用者の被保険者番号を表示します。 

記入日 情報提供書の記入日を入力します。 

入院日 利用者が入院した日付を入力します。 

次回計画見直し日 
後日提供書の更新が必要な場合、その予定日を入力しておくと参照画面から

一覧確認できるようになります。 

１．基本情報 

病院名 入院先の病院名を入力します。 

担当ケアマネージャー 
担当のケアマネージャー名を入力します。 

（初期値＝利用者台帳の担当ケアマネージャー） 

居宅介護支援事業所 担当の居宅介護支援事業所名を入力します。 

電話番号／FAX 番号 居宅介護支援事業所の電話番号を入力します。（初期値＝事業所台帳の番号） 
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台帳読込 クリックすると、事業所台帳より各情報を取得しなおします。 

利用者名 利用者の氏名を表示します。 

性別 利用者の性別を表示します。 

生年月日 利用者の生年月日を表示します。 

年齢 利用者の年齢を表示します。（変更可） 

住所 利用者の住所を入力します。（初期値＝利用者台帳の住所） 

電話番号 利用者の電話番号を入力します。（初期値＝利用者台帳の番号） 

入院時の要介護度 入院時点の要介護度を入力します。（初期値＝利用者台帳の要介護度） 

申請中 要介護認定・区分変更の申請中の場合、チェックします。 

未申請 要介護認定・区分変更を申請していない場合、チェックします。 

台帳読込 クリックすると、利用者台帳より各情報を取得しなおします。 

住環境 
「戸建て」か「集合住宅」を選択します。集合住宅の場合は階数も入力しま

す。選択したあとに未選択をクリックすると選択前の状態に戻せます。 

エレベーター 
「なし」か「あり」を選択します。選択したあとに未選択をクリックすると

選択前の状態に戻せます。「あり」の場合、空欄に補足事項を記入します。 

住まいに関する特記事

項 

住まいについて特記事項があれば、記入します。 

認知症高齢者の日常生

活自立度 

その利用者の日常生活自立度を選択します。 

障害高齢者の日常生活

自立度 

その利用者の日常生活自立度を選択します。 

介護保険の自己負担割

合 

利用者の自己負担割合を選択します。選択後に未選択をクリックすると選択

前の状態に戻せます。 

障害など認定 
障害など何か認定を受けているものがあれば、それを記入します。未選択を

クリックするとチェックを入れる前の状態に戻せます。 

年金などの種類 該当する年金などの種類を選択します。 
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＜入院時情報提供書－２．家族情報／３．意向＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

家族構成 「独居」「同居」を選択します。補足事項があれば空欄に入力します。 

主介護者 主たる介護者の氏名と年齢を入力します。 

キーパーソン 氏名 キーパーソンの氏名を入力します。 

（続柄／年齢） キーパーソンの続柄・年齢を入力します。 

（連絡先） キーパーソンの連絡先を入力します。 

本人の性格／趣味・関

心領域など 

利用者の性格や趣味等を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大きさを

選択できます。 

本人の生活歴 
利用者の生活歴を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大きさを選択で

きます。 

入院前の本人の意向 
入院前の本人の意向を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大きさを選

択できます。 

入院前の家族の意向 

（特に生活について） 

入院前の家族の意向を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大きさを選

択できます。 
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＜入院時情報提供書－４．生活展望／５．ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

在宅生活に必要な要件 
在宅生活を行うために必要な要件を入力します。大・小ボタンで印刷時の文

字の大きさを選択できます。 

家族の介護力 家族の介護力について、該当する項目にチェックを入れます。 

特記事項 
特記事項がある場合に入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大きさを

選択できます。 

「院内の多職種ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ」

への参加 

ケアマネージャーとしてカンファレンスへの参加を希望する場合にチェッ

クします。 

「退院前カンファレン

ス」への参加 

ケアマネージャーとしてカンファレンスへの参加を希望する場合にチェッ

クし、具体的な要望を入力します。 
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＜入院時情報提供書－6．状況・課題①＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

麻痺の状況 
該当する状況を選択します。選択後に未選択をクリックすると、選択前の状態

に戻せます。 

褥瘡の有無 
褥瘡のあり・なしを選択します。選択後に未選択をクリックすると、選択前の

状態に戻せます。 

ADL・食事内容 

口腔・排泄 

各項目について、該当するものを選択します。選択後に未選択をクリックする

と、選択前の状態に戻せます。 
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＜入院時情報提供書－6．状況・課題②＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

睡眠の状態 
利用者の睡眠の状態を選択します。選択後に未選択をクリックすると、選択前

の状態に戻せます。不良の場合、補足事項を空欄に入力します。 

眠剤の使用 
眠剤使用の有無と 1 日あたりの睡眠時間を入力します。選択後に未選択をク

リックすると、選択前の状態に戻せます。 

喫煙量 
喫煙の有無と 1 日あたりの喫煙本数を入力します。選択後に未選択をクリッ

クすると、選択前の状態に戻せます。 

飲酒量 
飲酒の有無と 1 日あたりの飲酒量を入力します。選択後に未選択をクリック

すると、選択前の状態に戻せます。 

コミュニケーション

能力 

各項目について、該当するものを選択します。選択後に未選択をクリックする

と、選択前の状態に戻せます。特記事項は「コミュニケーションに関する特記

事項」欄に記入します。 

精神面における療養

上の問題 

利用者の状態に応じて、該当する項目にチェックを入れます。 

疾患歴 利用者の状態に応じて、該当する項目にチェックを入れます。 

入院歴 入院歴を入力します。 

医療処置 該当する項目にチェックを入れます。 
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＜入院時情報提供書－7．薬／８．医機関＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

内服薬 
内服薬の有無と補足事項を入力します。選択後に未選択をクリックすると、選

択前の状態に戻せます。 

居宅療養管理指導 
居宅療養管理指導の有無と実施している職種を入力します。選択後に未選択を

クリックすると、選択前の状態に戻せます。 

薬剤管理 
薬剤の管理方法と管理者を選択・入力します。選択後に未選択をクリックする

と、選択前の状態に戻せます。 

服薬状況 
利用者の服薬状況を選択します。選択後に未選択をクリックすると、選択前の

状態に戻せます。 

お薬に関する、特記事

項 

特記事項を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大きさを選択できます。 

かかりつけ医機関名 かかりつけ医の所属する医療機関名を入力します。 

電話番号 かかりつけ医の所属する医療機関の電話番号を入力します。 

医師名 かかりつけ医の氏名・フリガナを入力します。 

診察方法・頻度 診察方法を選択・入力します。 
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＜入院時情報提供書の入力＞ 

  

① メインメニューの記録用紙をクリックして、記

録用紙メニューを表示します。 

  

 

② 入院時情報提供書をクリックして、情報提供

書の入力画面を開きます。 

  

 

③ 利用者・管理日を選択します。 

  

 

④ 各項目を入力します。 
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⑤ すべて入力しおわったら F9 登録をクリック

して登録します。 

 

  登録した内容は F8 印刷をクリックして印刷

できます。 

 

【入院時情報提供書】 
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3-3.退院に向けたヒアリングシートの追加 

 

平成 30年度の改正で退院・退所加算のための記録用紙となる「退院に向けたヒアリングシート」が

公表されました。これにあわせて、介五郎にもヒアリングシートを追加しました。 

また、ヒアリングシートの内容には課題整理総括表と一部共通するところがあるので、その部分につ

いて課題整理総括表へ取り込めるようにしました。 

 

3-3-1. 退院に向けたヒアリングシートの入力 

 

＜退院に向けたヒアリングシート－基本情報／入院概要＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

利用者名 利用者の氏名を表示します。 

性別 利用者の性別を表示します。 

生年月日 利用者の生年月日を表示します。 

年齢 利用者の年齢を表示します。（変更可） 

退院時の要介護度 

退院時点の要介護度を入力します。区分変更が必要な場合は「（要 区分変更）」

欄にチェックを入れます。要介護認定・区分変更の申請中の場合は「申請中」

のチェックを入れます。 

台帳読込 クリックすることで利用者台帳より情報を再取得できます。 

入院原因疾患 入院の原因となった疾患名を入力します。 

入院先 入院先の病院名・病棟名・階数・部屋番号等を入力します。 

退院後通院先 退院後の通院状況を選択します。 

現疾患の状況 現在の病状を入力します。 

既往歴 これまでの病歴を入力します。 

「移動手段」～「認

知・精神」の各項目 

それぞれあてはまるものを選択・入力します。 
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＜退院に向けたヒアリングシート－本人・家族の意向＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

本人の受け止め方 
疾患に対する本人の受け止め方を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の

大きさを選択できます。 

家族の受け止め方 
疾患に対する家族の受け止め方を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の

大きさを選択できます。 

病名告知 
病名の告知が行われていたかどうかを選択します。選択後に未選択をクリック

すると、選択前の状態に戻せます。 

退院後の生活に関す

る本人の意向 

退院後の生活に関する本人の意向を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字

の大きさを選択できます。 

退院後の生活に関す

る家族の意向 

退院後の生活に関する家族の意向を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字

の大きさを選択できます。 
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＜退院に向けたヒアリングシート－退院後に必要な事柄＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

医療処置 該当する項目にチェックを入れます。 

在宅で継続するため

の要件 

在宅で生活を継続するための要件を入力します。 

看護の視点 該当する項目にチェックを入れます。 

リハビリの視点 該当する項目にチェックを入れます。 

禁忌事項 
禁忌事項の有無と、ある場合はその内容を入力します。あり・なしの選択後に

未選択をクリックすると選択前の状態に戻せます。 
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＜退院に向けたヒアリングシート－症状の予測／日常生活の阻害要因＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

症状・病状の予後・予

測 

症状・病状の予後の見通しを入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大き

さを選択できます。 

退院にあたっての日常生活の阻害要因（心身の状況・環境など） 

①疾患と入院中の状

況から 

疾患と入院中の状況から見た日常生活の阻害要因を入力します。大・小ボタン

で印刷時の文字の大きさを選択できます。 

②本人・家族の受け止

め／意向から 

本人や家族の受け止め方・意向から見た日常生活の阻害要因を入力します。

大・小ボタンで印刷時の文字の大きさを選択できます。 

③退院に必要な事柄

から 

退院に必要な事柄から見た日常生活の阻害要因を入力します。大・小ボタンで

印刷時の文字の大きさを選択できます。 

④その他 
その他の日常生活の阻害要因を入力します。大・小ボタンで印刷時の文字の大

きさを選択できます。 
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＜退院に向けたヒアリングシート－状況の事実＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

状況の事実 

（「移動 室内移動」～「行動・心理症状(PTSD)」の各項目） 

項目ごとに該当するものを選択します。各項目は課題整理総括表と対応しており、入

力した内容を総括表に取り込むことができます。 

備考 備考を入力します。入力した内容を課題整理総括表に取り込むことができます。 

 

＜退院に向けたヒアリングシート－＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

見通し 今後の見通しを入力します。入力した内容を課題整理総括表に取り込めます。 

回目 何回目のヒアリングになるかを入力します。 

聞き取り日 ヒアリングを行った日付を入力します。 

情報提供者名・職種 各情報提供者の職種と氏名を入力します。 

 

状況の事実 
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＜退院に向けたヒアリングシートの入力＞ 

  

① メインメニューの記録用紙をクリックし、記

録用紙メニューを表示します。 

  

 

② 退院に向けたヒアリングシートをクリック

し、ヒアリングシートの入力画面を開きます。 

  

 

③ 利用者・管理日を選択します。 

  

 

④ 各項目を入力します。 
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⑤ すべて入力しおわったら F9 登録をクリック

して登録します。 

 

  登録した内容は F8 印刷をクリックして印刷

できます。 
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3-3-2. ヒアリングシートから課題整理総括表への取得 

ヒアリングシートで入力した内容のうち、①「状況の事実」の各項目②「備考（状況・支援内容等）」

③「見通し」の 3 項目を課題整理総括表へ取得することができます。 

 

 

＜課題整理総括表＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

退院に向けたﾋｱﾘﾝｸﾞｼ

ｰﾄより取得 

退院に向けたヒアリングシートより、「状況の事実」の各項目、「備考（状況・

支援内容等）」、「見通し」の 3 ヶ所を取得します。 
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＜課題整理総括表－退院に向けたヒアリングシートより取得＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

利用者 ID 利用者の ID と氏名を表示します。 

取得元の管理日 大▼をクリックすると、作成したヒアリングシートの管理日が表示されます。 

状況の事実 
ヒアリングシートで入力した内容を確認できます。これらの項目は課題整理総

括表へ取得することができます。（「要因」欄は空白になります） 

退院にあたっての 

日常生活の阻害要因 

ヒアリングシートで入力した内容を確認できます。 

取得 
クリックすることで、選択中のヒアリングシートの内容を課題整理総括表へ取

得します。 

 

 

 

「退院にあたっての日常生活の阻害要因」は、内容確認用に表示しています。課題整理総括表の「自

立した日常生活の阻害要因」と、項目名が似ていますが様式が異なっておりますので、ここへ取得でき

るわけではありません。 

 

 

  

状況の事実 

退院にあたっての 

日常生活の阻害要因 

注意！ 
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＜課題整理総括表での取得＞ 

 

① メインメニューの記録用紙をクリックし、記

録用紙メニューを開きます。 

  

 

② 課題整理総括表をクリックし、総括表の入力

画面を開きます。 

  

 

② 課題整理総括表を作成したい利用者・作成日

を選択します。 

  

 

③ 退院に向けたﾋｱﾘﾝｸﾞｼｰﾄより取得をクリック

します。 

  

 

 



42 

 

 

④ 「取得元の管理日」欄の大▼をクリックし、

取得したいヒアリングシートの管理日を選択

すると、その内容が表示されます。 

 

※「退院にあたっての日常生活の阻害要因」は内

容の確認用に表示しています。この箇所は課題

整理総括表に取得されないので、ご注意くださ

い。 

  

 

⑤ 取得をクリックします。 

  

 

⑥ 確認画面が表示されます。はい(Y)をクリック

してください。 

  

 

⑦ 完了画面が表示されます。OK をクリックし

てください。 
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⑧ ヒアリングシートの内容が課題整理総括表へ

取得されます。 

 

 

 

【退院に向けたヒアリングシート】 
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4.訪問介護・訪問入浴の変更 
 

4-1.同一建物減算の入力方法変更 

 

 今回の改正で同一建物減算の算定ルールが変わりました。（変更点の詳細は「制度改正の概要」をお読

みください）これにあわせて 4 月提供分以降の介五郎での同一建物減算の入力のしかたも変更しました。 

 

＜サービス内容入力＞ 

（提供票入力） （日報入力） 

  

各設定項目（※いずれも提供月を平成 30年 4月以降にしている場合に表示されます） 

項目名 説明 

同建減算 1 同一建物 10％減算を適用する場合にチェックを入れます。 

同建減算 2 同一建物 15％減算を適用する場合にチェックを入れます。 

 

 

 

同一建物減算が限度額管理の対象外（＝利用者の使用点数に含まない）になり、記載形式が変わります。 

【改正前】別表（平成 30 年 3 月まで） 【改正後】別表（平成 30 年 4 月以降） 

 

・サービス本体は減算と合体したコードを使用 

（＝サービス名「～・同」のコード） 

・限度額管理対象内＝利用者の使用点数に含む 

 

・サービス本体は標準のコードを使用 

・別行に同一建物減算単体で単位数等を記載 

・同一建物減算単体部分だけ限度額管理対象外 

注意！ 
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提供月を制度改正前にしているか後にしているかで、同一建物減算の入力方法が変わります。 

【改正前】平成 30 年 3月 31 日までの入力方法 【改正後】平成 30 年 4月 1 日以降の入力方法 

  

※入力方法は以下の説明をお読みください。 

 

＜同一建物減算の入力（提供票入力）＞ 

 

① メインメニューの提供票予定入力をクリック

します。 

  

 

② 入力したい利用者・提供月を選択します。 

  

 

③ 明細欄でダブルクリックし、サービス内容入

力画面を開きます。 

明細欄 

注意！ 

①「同一建物」をチェック 

②サービス名 

「～～～・同」 

のコードを選択 
①同建減算 1 か 2 

をチェック 
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④ 時間帯・サービス名・日付などを入力します。 

 

※このときサービス名は、通常の身体・生活な

どのコードを選択してください。 

（＝「～・同」のコードを使わない） 

  

 

⑤ 「同建減算 1」または「同建減算 2」のいず

れかにチェックを入れます。 

  

 

⑥ 確定をクリックします。 

  

 

⑦ 減算は提供票画面に表示されませんが、この

あとの＜同一建物減算の確認＞の項目で説明

する手順で確認することができます。 
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＜同一建物減算の確認＞ 

 同一建物減算は平成 30 年 4 月以降、限度額管理の対象からはずれます。このため減算の単位数等を

確認したい場合は、別表の限度額管理対象外サービス画面で確認することになります。 

 

① 提供票予定入力画面の「別表」タブをクリッ

クします。 

  

 

② 「限度額管理対象外サービス」をクリックし

ます。 

  

 

③ 明細欄に同一建物減算の集計が表示されま

す。 

  

 

・ 印刷したときは提供票に記載されませんが、

別表のほうに記載されます。 
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4-2.共生型訪問介護の入力 

  

今回新設された共生型訪問介護は、以下の表のように区分けされます。介五郎で入力するときは下記

①②の手順を行っていただく必要があります。 

①事業所台帳で共生型の事前設定を行う（※5-2-1.「事業所台帳の設定」参照） 

②サービス内容入力時に「共生型居宅」欄を設定（※5-2-2.「共生型訪問介護のサービス入力」参照） 

 

＜共生型訪問介護の区分＞ 

サービス実施者 サービスコード 共生型居宅欄 単位数 

居宅介護事業所が実施 通常の訪問介護と同じ 0-なし 減算なし 

居宅介護事業所で、基礎研

修課程修了者等が実施 
訪問介護共生型サービス居宅介護１ 1-共生型 1 30％減算 

居宅介護事業所で、重度訪

問介護研修修了者が実施 
訪問介護共生型サービス居宅介護２ 2-共生型 2 7％減算 

重度訪問介護事業所 訪問介護共生型サービス重度訪問介護 選択不要 7％減算 

 

 

4-2-1. 事業所台帳の設定 

  

＜事業所台帳＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

共生型 

どの障害福祉サービスに基づいて共生型サービスの指定を受けているかを選択します。 

0-なし 

1-居宅介護 

2-重度訪問介護 

＝共生型サービスの指定を受けていない場合 

＝障害福祉の居宅介護事業所として指定を受けている場合 

＝障害福祉の重度訪問介護事業所として指定を受けている場合 
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＜事業所台帳の設定＞ 

まず事業所台帳で、共生型の指定をどの障害福祉サービスで受けているかを選択します。 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックしま

す。 

  

 

② F2検索をクリックして、設定したい事業所の

情報を呼び出します。 

  

 

③ 「共生型」欄で該当する区分を選択します。 

  

 

④ F9登録をクリックし、登録します。 
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4-2-2. 共生型訪問介護のサービス入力 

 居宅介護事業所が実際に共生型訪問介護のサービスを入力するときは、サービス内容入力画面で「共

生型居宅」欄の設定を行います。「共生型居宅」欄は、サービス実施者に応じて選択してください。 

 

＜サービス内容入力＞ 

 

 

各設定項目 ※提供月が平成 30年 4月以降の入力画面で表示されます。 

項目名 説明 

共生型居宅 

実施者が居宅介護事業所の場合、サービス担当者の資格に応じて、以下のいずれかを選

択します。共生型 1か共生型 2を選択した場合は、それぞれの減算が適用されます。 

※重度訪問介護事業所の場合は使用するコードが固定なので、選択不要です。 

区分 単位 サービス実施者 

0-なし 減算なし 居宅介護事業所 

1-共生型 1 30％減算 居宅介護事業所＋基礎研修修了者 

2-共生型 2 7％減算 居宅介護事業所＋重度訪問研修修了者 

 

 

＜共生型訪問介護の入力＞ 

 

① メインメニューの提供票予定入力をクリック

します。 
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② 入力したい利用者・提供月を選択します。 

  

 

③ 明細欄でダブルクリックし、サービス内容入

力画面を表示します。 

  

 

④ 時間帯・サービス名・日付などを入力します。 

  

 

⑤ 「共生型居宅」欄で、当てはまる区分を選択

します。 

  

明細欄 
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⑥ 確定をクリックします。 

  

 

⑦ 提供票画面には共生型訪問介護が表示されま

せんが、次の＜共生型訪問介護の単位数確認

＞の手順で詳細を確認できます。 

 

 

＜共生型訪問介護の単位数確認＞ 

共生型訪問介護によって減算された単位数等を確認したい場合は、以下の手順で確認できます。 

 

① 提供票入力画面で明細集計をクリックしま

す。 

  

 

② 入力したサービスの集計一覧表が表示され、

単位数合計と内訳を確認できます。 

  ここに共生型訪問介護の減算額も記載されま

す。 
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・ 印刷したときは提供票には記載されませんが、

別表の明細欄にて共生型の減算額を確認でき

ます。 

 

 

 

 

共生型の減算なしでサービスを実施（＝共生型居宅欄を「0-無し」で入力）した場合は、通常の訪

問介護と同じ扱いになりますので、明細集計に共生型サービスの減算額が記載されません。 

注意！ 
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5.通所介護・通所リハの変更 
 

5-1.共生型通所介護の入力 

 

今回新設された共生型通所介護を入力するときは、事業所台帳で、どの障害福祉サービス事業所とし

て共生型通所介護の指定を受けているかを、設定します。選択した障害福祉サービスの種類によって、

下表のように減算が適用されます。 

 

＜共生型通所介護の区分＞ 

サービス実施者 サービスコード 単位数 

生活介護事業所 通所介護共生型サービス生活介護 7％減算 

自立訓練事業所 通所介護共生型サービス自立訓練 5％減算 

児童発達支援事業所 通所介護共生型サービス児童発達支援 10％減算 

放課後等デイサービス事業所 通所介護共生型サービス放課後等デイ 10％減算 

 

＜事業所台帳＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

共生型 

どの障害福祉サービスに基づいて共生型通所介護の指定を受けているかを選択します。 

0-なし 

1-生活介護 

2-自立訓練 

3-児童発達支援 

4-放課後等デイサービス 
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＜事業所台帳の設定＞ 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックしま

す。 

  

 

② F2検索をクリックして、設定したい事業所の

情報を呼び出します。 

  

 

③ 「共生型」欄で障害福祉サービスの区分を選

択します。 

  

 

④ F9登録をクリックし、登録します。 
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⑤ 事業所台帳の設定をした状態で提供票を作成

すると、選択した区分に応じた共生型通所介

護が算定されます。 

 

  提供票入力画面では共生型通所介護を確認で

きませんが、次の＜共生型通所介護の単位数

確認＞の手順で詳細を確認できます。 

 

 

 

＜共生型通所介護の単位数確認＞ 

共生型通所介護によって調整された単位数を確認したい場合は、以下の手順で確認できます。 

 

① 提供票入力画面で明細集計をクリックしま

す。 

  

 

② サービスの集計一覧表が表示され、単位数合

計と内訳を確認できます。 

  共生型通所介護による減算額もこの中に含め

て表示されます。 

  

 

・ 印刷したときは提供票には記載されませんが、

別表の明細欄に共生型通所介護による減算額

を確認できます。 
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5-2.生活相談員配置等加算の設定項目追加 
 

今回新設された「生活相談員配置等加算」は「1日につき」で算定する加算になります。以下に説明

する既定で算定する設定を行うことで、毎回の入力の手間をはぶくことができます。 

 
 

 

この加算を算定できるのは、共生型通所介護で指定を受けている事業所のみです。通常の通所介護事

業所として指定を受けている場合は設定しないでください。 

 

＜事業所台帳＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

生活相談員 
生活相談員等配置加算を算定する／しないを選択できます。「2-あり」にしておくと、

提供票作成時にサービス提供日に自動で加算が付くようになります。 

 

＜サービス内容入力－通所介護サービス本体を入力するとき＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

生活相談員配置 チェックを付けておくと、サービス提供日にあわせて加算も自動で入力されます。 

注意！ 



58 

 

＜生活相談員配置等加算の既定値設定＞ 

 事前に事業所台帳で加算ありにしておくと、提供票作成時に入力の手間を軽減できます。 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックして

事業所台帳画面を開きます。 

  

 

② F2検索をクリックし、設定したい事業所を選

択します。 

  

 

③ 「生活相談員」欄を「2-あり」にします。 

 

※共生型通所介護事業所に対してのみ設定して

ください。 

  

 

④ F9登録をクリックして登録します。 
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⑤ ①～④の設定を行っておくと、提供票入力で

サービス本体を入力するときに、最初から「生

活相談員配置」欄にチェックが入るようにな

ります。 

  

 

⑥ サービス内容を確定すると、空いている行に

生活相談員配置等加算の行が自動で追加され

ます。 
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5-3.日報入力への新設加算の項目追加 

 

日報入力に、今回の改正で新設された「生活相談員配置等加算」と「リハビリテーション提供体制加

算」の項目を追加しました。追加した加算は平成 30 年 4月以降の日報入力画面で表示されます。 

 

 

＜提供票入力＞（提供月を平成 30 年 4 月以降にした場合） 

 

 

＜加算・枠外一括修正＞（提供月を平成 30 年 4月以降にした場合） 

 

（通所介護の表示） 

 

 

（通所リハの表示） 
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5-4.利用者状況記録の時間区分の変更 

 

利用者状況記録の「居宅介護支援事業者詳細・留意事項等」内の、「提供時間の希望」欄の時間区分を、

改正後の時間区分と同じ 1 時間きざみで選択できるようにしました。 

この表示は、管理日を平成 30 年 4 月 1日以降にした場合に切り替わります。 

 

 

＜管理日＝平成 30 年 3月 31 日までの表示＞ 

 

 

＜管理日＝平成 30 年 4月 1 日以降の表示＞ 
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5-5.（通所リハ）施設区分の見直し 

 

今回の改正で介護医療院が追加されたことにより、通所リハビリテーションの施設区分が 3 種類に増

えました（下表参照）。これにともなってサービスコードも増加し、サービス名を選びづらくなってしま

いました。 

 そこで介五郎での入力方法も見直し、事業所台帳の施設区分欄で、事業所の規模だけでなく施設の種

類も含めて選択できるように変更しました。新しい施設区分を設定しておくと、使用しないサービスコ

ードを非表示にできるので、提供票などを入力するときにサービス名を選びやすくできます。 

（※非表示にできるのは平成 30年 4月以降の予定・実績です。平成 30年 3 月以前は、従来どおり病

院・診療所用と老健用の両方のサービスコードを表示します） 

 

 

＜施設区分と対応するサービスコード＞（「＊」には他の要件用の値が入ります） 

施設区分 使用するサービスコード 

病院・診療所 通所リハ＊１＊＊ 

老健 通所リハ＊２＊＊ 

介護医療院 通所リハ＊３＊＊ 

 

 

＜新しい施設区分を設定したときのサービス内容入力画面＞ 

（例）施設区分を「4-通常規模（病院・診療所）」に設定した場合 

【改正前】提供月平成 30 年 3 月以前 【改正後】提供月平成 30 年 4 月以降 

（病院用・老健用の両方のコードを表示） 

 

 

 

（選択した施設区分のコードのみ表示） 

 

 

 

  

通常規模型／ 

病院用（＝通所リハⅠ１＊＊） 

老健用（＝通所リハⅠ２＊＊） 

の両方がリストにあがっている 

通常規模型／病院・診療所用 

（＝通所リハⅠ１＊＊） 

のサービス名のみ表示 
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＜事業所台帳＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

施設区分 

施設区分を選択します。通所リハビリテーションの場合は、事業所の規模と種類に応じて、

以下の中から選択します。 

（※以前は「4-通常規模の事業所」「5-大規模の事業所（Ⅰ）」「6-大規模の事業所（Ⅱ）」

の３つから選択する形式でした） 

4-通常規模（病院・診療所） 

7-通常規模（老健） 

A-通常規模（介護医療院） 

5-大規模Ⅰ（病院・診療所） 

8-大規模Ⅰ（老健） 

B-大規模Ⅰ（介護医療院） 

6-大規模Ⅱ（病院・診療所） 

9-大規模Ⅱ（老健） 

C-大規模Ⅱ（介護医療院） 

 

 

 

 

バージョンアップしたての状態では、施設区分は病院・診療所用の区分（「4-通常規模（病院・診療

所）」「5-大規模Ⅰ（病院・診療所）」「6大規模Ⅱ（病院・診療所）」のいずれか）になっています。 

施設の種類が介護老人保健施設（老健）か介護医療院の場合は、バージョンアップ後に必ず再設定

していただく必要があります。（設定の手順は次ページに記載しております） 

 

（バージョンアップ直後の施設区分） 

 

（老健・介護医療院の場合は再設定が必要） 

 

 

 

 

  

注意！ 
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＜施設区分の変更＞ 

施設区分を変更する場合は、以下の手順で行ってください。 

 

① メインメニューの事業所台帳をクリックしま

す。 

  

 

② F2検索をクリックし、設定したい事業所を呼

び出します。 

  

 

③ 「施設区分」欄を正しい区分に変更します。 

  

 

④ F9登録をクリックし、登録します。 
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5-6.（通所リハ）加算の既定設定欄の表示動作の変更 

  

 通所リハビリテーションの加算の追加・変更にあわせて、サービス内容を入力するときの加算の既定

設定欄の表示動作を変更しました。 

 「通所リハビリテーション提供体制加算（新設加算）」と「理学療法士等体制強化加算」は算定出来る

時間帯が異なるので、提供月 4 月以降の入力画面では入力した時間帯・サービス名に応じて両加算を切

り替えて表示するようになります。 

 

＜「通所リハビリテーション提供体制加算」と「理学療法士等体制強化加算」の算定できる時間帯＞ 

時間帯 算定出来る加算 設定欄での表記 

1 時間以上 2時間未満 理学療法士等体制強化加算 理学体制 

2 時間以上 3時間未満 （どちらも算定不可） （空白） 

3 時間以上 通所リハビリテーション提供体制加算【新設】 リハ提供体制 

 

サービス内容入力画面の表示（※提供月が平成 30 年 4 月以降になっている場合） 

 

時間帯 1～2 時間 2～3 時間 3 時間以上 

サービス名 通所リハ＊＊１＊ 通所リハ＊＊2＊ 通所リハ＊＊3＊以上 

表示のしかた 

   

 

  

理学体制 空白 リハ提供体制 

既定設定欄 
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5-7.提供記録簿の設定項目変更 

 

今回の改正で時間区分が見直されたことと、新設加算に対応するため、提供記録簿の「算定項目」画

面の各項目を変更しました。この表示は提供日を 4 月 1 日以降にすると切り替わります。 

 

＜通所介護）提供記録簿入力－算定項目＞ ＜通所リハ）提供記録簿入力－算定項目＞ 

  

各設定項目 

項目名 説明 

時間区分 提供日を平成 30年 4月 1 日以降にすると、改正後の時間区分に切り替わります。 

個別加算・減算 提供日を平成 30年 4月 1 日以降にすると、改正後の加算項目に切り替わります。 

 

＜制度改正前と後の比較＞ 

改正前（提供日＝平成 30 年 3月 31 日まで） 改正後（提供日＝平成 30 年 4月 1 日から） 

（通所介護） 

 

 
 

（通所リハ） 

 

 

 

 

 

 

 

時間区分によって表示が変わります 

1～2 時間＝理学療法士等体 

2～3 時間＝空白 

3～4 時間以上＝リハ提供体制加 
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6.福祉用具貸与の変更 
 

6-1.ふくせん計画書の新様式の追加 

 

 今回の改正内容に対応するかたちで、ふくせん計画書の新しい様式が公開され、「選定提案」というシ

ートが追加されました。これにあわせて介五郎の福祉用具サービス計画書にも新様式を追加しました。 

なお、元々あった「基本情報」「利用計画」の変更点はありません。 

 

 

6-1-1. システム設定の変更 

 最初にシステム設定で計画書の様式を「平成 30 年 4 月版」に変更する必要があります。以下の手順

で変更してください。 

 

＜システム設定－計画書設定＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

福祉用具 

計画書様式 

福祉用具計画書の様式を選択します。今回の新様式の名称は「1-ふくせん平成 30年 4

月版」になります。 

選定提案取

得機能 

選定提案の内容を入力する際、貸出見積伝票・貸出伝票・提供票のいずれかから商品情

報を取得することができます。（手順は「7-1-3.商品情報の取得」をご参照ください） 

（※貸出見積・貸出伝票は伝票形式で介五郎を利用している場合だけ使用できます） 

0-使用しない 

※1-貸出見積より取得 

※2-貸出伝票より取得 

3-提供票より取得 

＝ 取得機能を使用しません。 

＝ 貸出見積伝票から商品情報を取得できます。 

＝ 貸出伝票から商品情報を取得できます。 

＝ 提供票入力から商品情報取得できます。 
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＜システム設定の変更＞ 

 

① 「データファイル(S)」－「基本設定(V)」－

「システム設定(V)」と順番にクリックし、シ

ステム設定画面を開きます。 

  

 

② 「計画書設定」タブをクリックします。 

  

 

③ 「福祉用具計画書様式」欄を「1-ふくせん平

成 30 年 4 月版」に変更します。 

  

 

④ 商品伝票や提供票から商品情報を取得できる

ようにしたい場合は、「選定提案取得機能」欄

で取得元にする帳票を選択します。 

 

 ※取得方法は「7-1-3.商品情報の取得」をご参

照ください。 
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⑤ 設定しおわったら F9登録をクリックします。 

  

 

⑥ 確認画面が表示されます。はい(Y)をクリック

します。 

  

 

⑦ 完了画面が表示されます。OK をクリックし

ます。これでシステム設定の変更は完了です。 

 

 

 

  



70 

 

 

6-1-2. 選定提案の入力 

 

＜福祉用具サービス計画書＞ 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

計画書 

（選定提案） 

クリックすると、選定提案の入力画面を開きます。 
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＜選定提案－福祉用具が必要な理由＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

説明日 クリックすると、選定提案の入力画面を開きます。 

利用者名 利用者の氏名を表示します。（この画面での変更不可） 

性別 利用者の性別を表示します。（この画面での変更不可） 

生年月日 利用者の生年月日を表示します。（この画面での変更不可） 

年齢 利用者の年齢を表示します。 

要介護度 利用者の要介護度を表示します。 

認定期間 利用者の認定有効期間を表示します。 

台帳読込 クリックすることで、利用者台帳から情報を取得しなおします。 

居宅介護支援事業所 担当の居宅介護支援事業所・地域包括支援センターの名前を表示します。 

担当ケアマネージャー 担当のケアマネージャーの氏名を表示します。 

説明担当者 計画の説明を行う専門相談員を選択します。 

福祉用具が必要な理由 明細欄でダブルクリックすると、理由の入力画面が表示されます。 

行挿入 選択中の行の 1行上に空白行をさしこみます。 

行削除 選択中の行を削除します。 

 

  

明細欄 
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＜福祉用具が必要な理由の入力画面＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

番号 
理由の通し番号を割り当てます。このあとの提案する用具を入力する際に、

どの理由のために提案するのかを示すために使用します。 

福祉用具が必要な理由 
その用具が必要になる理由を入力します。また、右上の大小選択ボタンで印

刷時の文字の大きさを選べます。 

ケアプランより取得 
介五郎の居宅支援システムと連動して使用していただいている場合、居宅支

援側で作成した短期/長期目標を取得することができます。 

 

 

＜選定提案－貸与を提案する福祉用具＞ 

  

各設定項目 

項目名 説明 

用具の明細欄 明細欄でダブルクリックすると、提案する理由の入力画面を表示します。 

行挿入 選択中の行の 1行上に空白行をさしこみます。 

行削除 選択中の行を削除します。 

取得 

ボタン 

貸出伝票より取得 

貸出見積より取得 

提供票より取得 

システム設定の「選定提案取得機能」欄の設定に応じて、3 種類のボタ

ンのいずれかが表示されます。ボタンをクリックすることで商品情報の

取得画面が開きます。 

明細欄 

取得ボタン 
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＜貸与を提案する福祉用具の入力画面＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

「福祉用具が必要な理

由」と対応する番号 

「福祉用具が必要な理由」のうちの、いずれの理由のために貸与するのかを

選択します。補助ボタンをクリックすることで、必要な理由の内容を確認し

ながら対応する番号を選択できます。 

サービス種類 福祉用具貸与か介護予防福祉用具貸与かを選択します。 

サービス内容 サービス内容（＝用具の種類）を選択します。 

種目 選択したサービス内容に応じて用具の種目が表示されます。（編集可） 

提案福祉用具品目 
利用者に提案する福祉用具の名称を入力します。補助ボタンをクリックする

ことで、福祉用具台帳から商品を選択することができます。 

機種（型式）／TAISコ

ード 

用具の機種型番や TAISコード（または届出コード）を入力します。 

単位数 貸与した場合の 1 月あたりの単位数を入力します。 

貸与価格 貸与した場合の実際の費用額を入力します。 

全国平均貸与価格 その用具の全国平均貸与価格を入力します。 

提案する理由 
その用具を利用者に提案する理由を入力します。また、右上の大小選択ボタ

ンで印刷時の文字の大きさを選択できます。 

【説明方法】 

カタログ Webページ 

TAIS ページ 実物等 

どのような方法で利用者に説明するのかを入力します。 

採否 その用具を提案して採用されたかどうかを〇×で入力します。 
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＜福祉用具サービス計画書「選定提案」の入力＞ 

 

① メインメニューの福祉用具サービス計画書を

クリックし、計画書入力画面を開きます。 

  

 

② 作成したい利用者・管理日を選択します。 

  

 

③ 計画書（選定提案）をクリックします。 

 

 ※新規で入力するときは計画書（基本情報）か

ら順番に入力してください。 

  

 

④ 「福祉用具が必要な理由」「貸与を提案する福

祉用具」の各項目を入力していきます。 
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⑤ 選定提案の入力がひととおりおわったら確定

をクリックします。 

  

 

⑥ その他の項目も入力しおわったら F9 登録を

クリックして登録します。 

 

 

＜ケアプランより取得＞ 

【※居宅介護支援システムと連携して介五郎を使用している場合のみ可能です】 

「居宅サービス計画書(2)」で入力した課題を「福祉用具が必要な理由」として取得することができます。 

 

・ 取得するには、さきに居宅支援側で「居宅サ

ービス計画書(2)」に課題を入力しておくこと

が必要です。 

  

 

① メインメニューの福祉用具サービス計画書を

クリックします。 
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② 利用者と管理日を選択します。 

 

 

  

 

③ 計画書（選定提案）をクリックします。 

 

 ※新規で入力するときは計画書（基本情報）か

ら順番に入力してください。 

  

 

④ 明細欄でダブルクリックして、福祉用具が必

要な理由の入力画面を開きます。 

  

 

⑤ ケアプランより取得をクリックし、取得画面

を開きます。 

  

 

⑥ 「取得元の管理日」の大▼をクリックして取

得元にしたい計画書の管理日を選択します。 
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⑦ 取得したい課題の上でクリックして選択し、

取得をクリックします。 

  

 

⑧ 選択した課題が「福祉用具が必要な理由」と

して取得されます。 
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6-1-3. 商品情報の取得 

 「貸与を提案する福祉用具」画面で商品情報を入力するとき、入力の手間を軽減するために貸出／見

積伝票（※貸出伝票形式で介五郎を使用している場合のみ可能）または提供票から商品情報を取得する

ことができます。 

取得機能を使用する場合は、事前にシステム設定で「選定提案取得機能」欄の設定を行っておく必要

があります。（「7-1-1.システム設定」参照） 

 

 

 

＜貸出見積伝票／貸出伝票からの商品情報の取得＞ 

【※貸出伝票形式で介五郎を使用している場合のみ可能です】 

 

＜貸出伝票／貸出見積からの取得＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

利用者 ID 
利用者の ID と氏名を表示します。▼をクリックして別の利用者の伝票を参照

することも可能です。 

伝票番号 
伝票番号を絞り込んで伝票を検索したい場合、絞り込む伝票番号の範囲を数

字で入力します。 

見積日／契約日 
見積日／契約日を絞り込んで伝票を検索したい場合、絞り込む期間を数字で

入力します。 

伝票 

一覧 

伝票番号 商品の伝票番号を表示します。 

見積日／契約日 見積伝票の見積日または貸出伝票の契約日を表示します。 

商品明細件数 見積伝票／貸出伝票に記載されている商品数を表示します。 

伝票金額 見積伝票／貸出伝票の合計金額を表示します。 
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取得方法 

選定提案に商品情報を取得したときに、現在の「貸与を提案する福祉用具」

の内容を残してそれに追加する形で取得するか、いったんすべての内容を削

除してから取得するかを選択します。 

現品目に追加＝現在の「貸与を提案する福祉用具」内容を残して取得 

削除後に追加＝「貸与を提案する福祉用具」をすべて削除してから取得 

取得 クリックすると、選択した伝票の商品情報を取得します。 

 

 

貸出見積伝票／貸出伝票から商品情報を取得する場合は、以下の手順で行ってください。 

 

① 「貸与を提案する福祉用具」画面の貸出見積

より取得（または貸出伝票より取得）をクリ

ックし、取得画面を開きます。 

  

 

② 商品情報を取得したい伝票をさがし、その行

をクリックします。 

  

 

③ 「取得方法」欄で「現品目に追加」か「削除

後に追加」のいずれかを選択します。 

  

  

 

④ 取得をクリックします。 
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⑤ 確認画面が表示されます。はい(Y)をクリック

してください。 

  

 

⑥ 完了画面が表示されます。OK をクリックし

てください。 

  

 

 

 

 

⑦ 「貸与を提案する福祉用具」に選択した伝票

の商品情報が追加されます。 

 

取得されるのは伝票に含まれる情報だけなの

で、提案する理由などそれ以外の部分を入力

してください。 

 

 

 

  

取得された部分 
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＜提供票入力から商品情報を取得する手順＞ 

 

＜貸与品目取得＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

期間指定 
取得元の提供票を期間で絞り込んで検索したい場合、その期間を入力してく

ださい。 

提供票 

一覧 

指定 チェックを入れた提供月の商品情報を取得します。 

提供月 予定・実績データのある提供月が一覧表示されます。 

取得元 
提供票予定入力から取得するか、提供票実績入力から取得するかを選択しま

す。 

全件選択 クリックすると表示中の提供月すべてに指定のチェックが入ります。 

全件解除 クリックすると指定のチェックをすべて空白に戻します。 

取得方法 

選定提案に商品情報を取得したときに、現在の「貸与を提案する福祉用具」

の内容を残してそれに追加する形で取得するか、いったんすべての内容を削

除してから取得するかを選択します。 

現品目に追加＝現在の「貸与を提案する福祉用具」内容を残して取得 

削除後に追加＝「貸与を提案する福祉用具」をすべて削除してから取得 

取得 クリックすると、選択した提供月の商品情報を取得します。 

 

 

提供票から商品情報を取得するときは、以下の手順で行ってください。 

 

① 「貸与を提案する福祉用具」画面の提供票よ

り取得をクリックし、取得画面を開きます。 



82 

 

  

 

② 「取得元」欄で、実績入力から取得するか、

予定入力か取得するかを選択します。 

  

 

③ 取得したい提供月の指定のチェックを入れま

す。 

  

 

④ 「取得方法」欄で「現品目に追加」か「削除

後に追加」のいずれかを選択します。 

  

 

⑤ 取得をクリックします。 

  

 

⑥ 確認画面が表示されます。はい(Y)をクリック

してください。 
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⑦ 完了画面が表示されます。OK をクリックし

てください。 

  

 

 

 

 

⑧ 「貸与を提案する福祉用具」に選択した提供

票の商品情報が追加されます。 

 

取得されるのは提供票に含まれる情報だけな

ので、提案する理由など、それ以外の部分を

つづけて入力してください。 

 

 

【計画書（選定提案）】 

 

取得された部分 
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6-1-4. 選定提案から計画書（利用計画）への取得 

 ここまでで作成した選定提案の内容を、「計画書（利用計画）」に取得することができます。取得先は

「課題・目標」タブの「生活全般の解決すべき課題・ニーズ」欄と、「選定福祉用具」タブになります。 

 

＜計画書（利用計画）－「課題・目標」画面＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

選定提案より取得 
クリックして実行することで「生活全般の解決すべき課題・ニーズ」欄に、

選定提案の「福祉用具が必要な理由」の内容を取得します。 

 

＜計画書（利用計画）－「選定福祉用具」画面＞ 

 

各設定項目 

項目名 説明 

選定提案より取得 クリックして実行することで、商品情報や選定理由を取得します。 
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取得するには、計画書の管理日を選定提案を作成した管理日にあわせておく必要があります。 

 

＜「課題・目標」への取得＞ 

 

① 計画書画面で取得したい利用者・管理日を選

択します。 

  

 

② 計画書（利用計画）をクリックして、利用計

画の入力画面を開きます。 

  

 

③ 「課題・目標」画面の選定提案より取得をク

リックします。 

  

 

④ 確認画面が表示されます。「はい(Y)」をクリ

ックします。 

  

注意！ 
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⑤ 完了画面が表示されます。OK をクリックしま

す。 

  

 

⑥ 「生活全般の解決すべき課題・ニーズ」欄に

選定提案の「福祉用具が必要な理由」の内容

が取得されます。 

 

 

＜「選定福祉用具」への取得＞ 

 

 

選定福祉用具への取得は、選定提案の採否欄を「〇」にしている商品のみになります。 

（選定提案－貸与を提案する福祉用具の入力画面） 

 

 

 

① 計画書画面で取得したい利用者・管理日を選

択します。 

注意！ 

採否欄 
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② 計画書（利用計画）をクリックして、利用計

画の入力画面を開きます。 

  

 

③ 「選定福祉用具」タブをクリックします。 

  

 

④ 選定提案より取得をクリックします。 

  

 

⑤ 確認画面が表示されます。「はい(Y)」をクリ

ックします。 

  

 

⑥ 完了画面が表示されます。「OK」をクリック

します。 
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⑦ 品目や単位数、選定理由などが取得されます。 
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7.訪問看護・訪問リハの変更 
（※ 医療訪問看護については、次回のバージョンアップでの対応となります） 

 

7-1.同一建物減算の入力方法変更 

 

 今回の改正で同一建物減算の算定ルールが変わりました。それにあわせて、4 月提供分以降の介五郎

での入力のしかたも変わります。 

 

＜サービス内容入力＞ 

（提供票入力） （日報入力） 

   

各設定項目（※いずれも提供月を平成 30年 4月以降にしている場合に表示されます） 

項目名 説明 

同建減算 1（同 1） 10％減算を適用する場合にチェックを入れます。 

同建減算 2（同 2） 15％減算を適用する場合にチェックを入れます。 

 

 

 

同一建物減算が限度額管理の対象外（＝利用者の使用点数に含まない）になり、記載形式が変わります。 

【改正前】別表（平成 30 年 3 月まで） 【改正後】別表（平成 30 年 4 月以降） 

 

①サービス本体は減算と合体したコードを使用 

（＝サービス名「～・同」のコード） 

②限度額管理対象内＝利用者の使用点数に含む 

 

①サービス本体は標準のコードを使用 

②別行に同一建物減算単体で単位数等を記載 

③同一建物減算単体部分だけ限度額管理対象外 

注意！ 
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提供月を制度改正前にしているか後にしているかで、同一建物減算の入力方法が変わります。 

【改正前】平成 30 年 3月 31 日までの入力方法 【改正後】平成 30 年 4月 1 日以降の入力方法 

  

※入力方法は以下の説明をお読みください。 

 

＜同一建物減算の入力（提供票入力）＞ 

 

① メインメニューの提供票予定入力をクリック

して提供票予定入力画面を開きます。 

  

 

② 入力したい利用者・提供月を選択します。 

  

 

③ 明細欄でダブルクリックし、サービス内容入

力画面を開きます。 

明細欄 

注意！ 

①「同一建物」をチェック 

②サービス名 

「～～～・同」 

のコードを選択 
①同建減算 1 か 2 

をチェック 
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④ 時間帯・サービス名・日付などを入力します。 

 

※このときサービス名は、通常の訪看のコード

を選択してください。 

（＝「～・同」のコードを使わない） 

  

 

⑤ 「同建減算 1」または「同建減算 2」のいず

れかにチェックを入れます。 

  

 

⑥ 確定をクリックします。 

  

 

⑦ 減算は提供票画面に表示されませんが、次の

＜同一建物減算の確認＞で説明する手順で確

認することができます。 
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＜同一建物減算の確認＞ 

 

① 提供票入力画面で「別表」タブをクリックし

ます。 

  

 

② 「限度額管理対象外サービス」をクリックし

ます。 

 

明細欄に同一建物減算の集計結果が表示され

ます。 

  

 

・ 印刷したときは、提供票には記載されません

が、別表のほうに記載されます。 
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7-2.提供記録簿での同行者の入力方法の変更 

 

 今回の改正で、これまで医療保険でのサービス提供時しか評価されていなかった看護補助者の同行に

対し、介護保険でのサービス提供時も評価されることとなり、複数名訪問看護加算の算定要件が変わり

ました。 

 これにあわせて、提供記録簿で複数名訪問看護加算を算定する形で入力するときの方法も変わります。

以下の説明を読んで入力してください。 

 

＜提供記録簿入力＞ 

 

 

各設定項目（※提供日を平成 30年 4月 1 日以降にしている場合） 

項目名 説明 

派遣人数 1 人派遣で算定するか、2 人派遣で算定するかを選択します。 

担当者 ID 1 人目の担当者名を入力します。 

同行担当者 同行する担当者名を入力します。 

担当者区分 
2 人派遣で「算定区分（複数名）」を「なし」以外に設定した場合、同行担当

者の担当者区分も設定できるようになります。 

算定区分（複数名） 

派遣人数が 2 人派遣になっている場合に選択できます。複数名訪問看護加算

を算定する場合は、サービス提供時間を「30分未満」か「30分以上」のど

ちらかにします。 
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この手順は、提供記録簿で直接入力する場合の手順です。日報予定入力から提供記録簿へ取込を行っ

た場合は、日報で入力されているサービス名・担当者名にもとづいて自動で設定されます。 

 

＜提供記録簿で複数名訪問看護加算分として入力する場合＞ 

 

① メインメニューの提供記録簿入力をクリック

し、記録簿入力画面を開きます。 

  

 

② 入力したい提供日・利用者を選択します。 

  

 

③ 提供時間・介護サービス・算定区分（訪問看

護）を入力します。 

  

 

④ 派遣人数を「2-2人派遣」にします。 

注意！ 
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⑤ 2 人目の担当者の訪問時間に応じて、算定区

分（複数名）欄で「30分未満」か「30分以

上」のどちらかにチェックを入れます。 

  

 

⑥ 担当者 ID・同行担当者を入力します。 

  

 

⑦ 担当者・同行担当者の担当者区分を入力しま

す。 

 

 ※2 人目の担当者区分は、看護補助者の場合は

「5-看護補助者」を、それ以外の場合はすべ

て「7-看護師等」を選択してください。 

  

 

⑧ そのほか必要な項目を入力し、F9登録をクリ

ックして登録します。 
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8.居宅療養管理指導の変更 
 

8-1.同一建物減算の入力方法変更 

 

 今回の改正で同一建物減算の算定要件が変わり、使用するサービスコードが変わりました（下表参照）。 

これまで「同一建物」のチェックを付けてからサービス名を選択する手順でしたが、4 月提供分以降

は、居住者数に応じて 3区分のサービスコードを直接選択していただく手順になります。 

このため 30年 4月以降の提供票入力画面では「同一建物」のチェックを削除しています。 

 

＜平成 30 年 4 月以降の区分と使用するサービスコード＞ 

実施者 単一建物居住者数 使用するサービスコード 備考 

医師 

1 人 医師居宅療養管理指導＊１  

2～9 人 医師居宅療養管理指導＊２ 

10 人以上 医師居宅療養管理指導＊３ 

歯科医師 

1 人 歯科医師居宅療養管理指導１  

2～9 人 歯科医師居宅療養管理指導２ 

10 人以上 歯科医師居宅療養管理指導３ 

薬剤師 

1 人 薬剤師居宅療養＊１か 2 
２・４・６は、がん末期の患者・

中心静脈栄養患者の場合 
2～9 人 薬剤師居宅療養＊３か 4 

10 人以上 薬剤師居宅療養＊５か 6 

管理栄養士 

1 人 管理栄養士居宅療養管理指導Ⅰ  

2～9 人 管理栄養士居宅療養管理指導Ⅱ 

10 人以上 管理栄養士居宅療養管理指導Ⅲ 

歯科衛生士 

1 人 歯科衛生士居宅療養管理指導Ⅰ  

2～9 人 歯科衛生士居宅療養管理指導Ⅱ 

10 人以上 歯科衛生士居宅療養管理指導Ⅲ 

（「＊」にはⅠやⅡなど、別の要件のための値が入ります） 

 

 

 

居宅療養管理指導と看護小規模多機能の同一建物減算は、平成 30 年 4 月以降もサービスコードを

選択して入力する形式のままとなります。訪問介護や訪問看護と入力方法が変わってきますので、ご注

意ください。 

 

  

注意！ 



97 

 

 

 

提供月が制度改正前か後かで、同一建物減算の入力方法が変わります。 

【改正前】平成 30 年 3月 31 日までの入力方法 

 

     

 

【改正後】平成 30 年 4月 1 日以降の入力方法 

 

     

 

 

 

 

 

 

①「同一建物」をチェック 

②同一建物用のサービスコードを選択 

サービスコードを選択するだけ 

同一建物のチェックを削除 

POINT! 
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